
供用開始年月日 年 月 日

処理区域内人口 人

計算期間
自 令 和 7 年 4 月
至 令 和 16 年 3 月

（　10 年間）

　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

使用料対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

千円 千円 千円 千円

292,095 348,293 348,293

0 0 0

90,413 122,836 122,836

382,508 471,129 0 471,129

　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

使用料対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

千円 千円 千円 千円

0 0 0 0

諸 手 当 0 0 0 0

福 利 費 0 0 0 0

13,948 16,477 0 16,477

0 0 0 0

0 0 0 0

11,467 12,228 0 12,228

3,843 15,642 0 15,642

29,258 44,347 0 44,347

給 料 3,817 5,444 5,444 0

諸 手 当 1,747 1,904 1,904 0

福 利 費 1,097 903 903 0

1,208 1,776 1,776 0

744 1,229 1,229 0

0 0 0 0

0 0 0 0

9,331 8,749 8,624 125

885 8,221 8,221 0

18,829 28,226 28,101 125

給 料 0 0 0 0

諸 手 当 0 0 0 0

福 利 費 0 0 0 0

3,792 6,177 0 6,177

2,990 971 0 971

0 0 0 0

0 0 0 0

8,640 17,729 0 17,729

3,756 49 0 49

19,178 24,926 0 24,926

給 料 17,081 25,009 0 25,009

諸 手 当 7,474 8,247 0 8,247

福 利 費 5,302 3,405 0 3,405

275,167 0 0 0

14,024 14,354 1,137 13,218

35,658 312,238 6,996 305,242

354,706 363,253 8,133 355,121

164,854 140,864 60,021 80,843

548,405 614,875 591,970 22,905

0 0 0 0

713,259 755,739 651,992 103,748

1,135,230 1,216,491 688,225 528,266

34,716

562,982

(X)／(（Y）＋（Z）)＊１００＝ 61.87

＜使用料水準についての説明＞

原価計算表（下水道事業全体）

収　入　の　部

項 目

金　　　　　　　　額

受 託 工 事 収 益

そ の 他

使 用 料 (X)

合 計

支　　出　　の　　部

項 目
金　　　　　　　　額

管
渠
費

人
件
費

給 料

修 繕 費

材 料 費

路 面 復 旧 費

委 託 料

そ の 他

小 計

ポ
ン
プ
場
費

人
件
費

動 力 費

修 繕 費

材 料 費

薬 品 費

委 託 料

そ の 他

小 計

処
理
場
費

人
件
費

動 力 費

修 繕 費

材 料 費

薬 品 費

委 託 料

そ の 他

合 計 (Y)

資 産 維 持 費 （ Z ）

使 用 料 対 象 経 費 （ Y ） ＋ （ Z ）

１　投資・財政計画計上額（Ａ）欄は、直近の料金算定期間内における平均値を記載すること。
２　起債償還額が減価償却額を超えるときは、当分の間、その差額を一般管理費のその他の欄に記載して差し支えないこと。
３　資産維持費は、将来の更新需要が新設当時と比較し、施工環境の悪化、高機能化（耐震化等）等により増大することが見込まれる場合に、使用者負担の期間的公平等を確
保する観点から、実体資本を維持し、サービスを継続していくために必要な費用（増大分に係るもの）を、適正かつ効率的、効果的な中長期の改築（更新）計画に基づいて算定
し、計上するもの。そのため、資産維持費（Ｚ）欄は、「下水道使用料算定の基本的考え方（2016年度版）」（公益社団法人日本下水道協会）を参考に、所有している資産の規模、
経営環境等の実情に応じ、料金算定に適切に反映すべき費用を記載すること。

経費回収率の改善及び収益的収支の均衡のために繰り入れている基準外繰入の縮小のため、次回の改定時において使用料改定を検討する予定です。

小 計

小 計

資
本
費

支 払 利 息

減 価 償 却 費

企 業 債 取 扱 諸 費

小 計

一

 

般

 

管

 

理

 

費

人
件
費

流域下水道管理運営費負担金

委 託 料

そ の 他



供用開始年月日 H18 年 9 月 1 日

処理区域内人口 20,991人

計算期間
自 令 和 7 年 4 月
至 令 和 16 年 3 月

（　10 年間）

　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

使用料対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

千円 千円 千円 千円

271,925 328,556 328,556

0 0 0

90,413 122,836 122,836

362,338 451,392 0 451,392

　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

使用料対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

千円 千円 千円 千円

0 0 0

諸 手 当 0 0 0

福 利 費 0 0 0

9,001 14,870 14,870

0 0 0

0 0 0

10,143 9,511 9,511

1,681 15,614 15,614

20,825 39,995 0 39,995

給 料 3,817 5,444 5,444 0

諸 手 当 1,747 1,904 1,904 0

福 利 費 1,097 903 903 0

1,208 1,776 1,776 0

744 1,229 1,229 0

0 0 0 0

0 0 0 0

9,331 8,749 8,624 125

885 8,221 8,221 0

18,829 28,226 28,101 125

給 料 0 0 0

諸 手 当 0 0 0

福 利 費 0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0 0

給 料 13,263 18,918 18,918

諸 手 当 5,703 6,217 6,217

福 利 費 4,135 3,405 3,405

275,167 0 0

12,943 12,136 12,136

33,613 312,211 6,996 305,215

344,824 352,887 6,996 345,891

157,100 138,017 57,246 80,771

512,262 577,591 554,615 22,976

0 0 0

669,362 715,608 611,861 103,747

1,053,840 1,136,716 646,958 489,758

33,811

523,569

(X)／(（Y）＋（Z）)＊１００＝ 62.75

＜使用料水準についての説明＞

使 用 料 (X)

原価計算表（公共下水道事業）

収　入　の　部

項 目
金　　　　　　　　額

受 託 工 事 収 益

そ の 他

合 計

支　　出　　の　　部

項 目
金　　　　　　　　額

管
渠
費

人
件
費

給 料

修 繕 費

材 料 費

路 面 復 旧 費

委 託 料

そ の 他

小 計

ポ
ン
プ
場
費

人
件
費

動 力 費

修 繕 費

材 料 費

薬 品 費

委 託 料

そ の 他

小 計

処
理
場
費

人
件
費

動 力 費

修 繕 費

材 料 費

薬 品 費

委 託 料

そ の 他

小 計

一

 

般

 

管

 

理

 

費

人
件
費

流域下水道管理運営費負担金

委 託 料

そ の 他

使 用 料 対 象 経 費 （ Y ） ＋ （ Z ）

経費回収率の改善及び収益的収支の均衡のために繰り入れている基準外繰入の縮小のため、次回の改定時において使用料改定を検討する予定です。

１　投資・財政計画計上額（Ａ）欄は、直近の料金算定期間内における平均値を記載すること。
２　起債償還額が減価償却額を超えるときは、当分の間、その差額を一般管理費のその他の欄に記載して差し支えないこと。
３　資産維持費は、将来の更新需要が新設当時と比較し、施工環境の悪化、高機能化（耐震化等）等により増大することが見込まれる場合に、使用者負担の期間的公平等を確
保する観点から、実体資本を維持し、サービスを継続していくために必要な費用（増大分に係るもの）を、適正かつ効率的、効果的な中長期の改築（更新）計画に基づいて算定
し、計上するもの。そのため、資産維持費（Ｚ）欄は、「下水道使用料算定の基本的考え方（2016年度版）」（公益社団法人日本下水道協会）を参考に、所有している資産の規模、
経営環境等の実情に応じ、料金算定に適切に反映すべき費用を記載すること。

小 計

資
本
費

支 払 利 息

減 価 償 却 費

企 業 債 取 扱 諸 費

小 計

合 計 (Y)

資 産 維 持 費 （ Z ）



供用開始年月日 H12 年 3 月 29 日

処理区域内人口 1,490人

計算期間
自 令 和 7 年 4 月
至 令 和 16 年 3 月

（　10 年間）

　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

使用料対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

千円 千円 千円 千円

20,170 19,737 19,737

0 0 0

0 0 0

20,170 19,737 0 19,737

　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

使用料対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

千円 千円 千円 千円

0 0 0

諸 手 当 0 0 0

福 利 費 0 0 0

4,947 1,607 1,607

0 0

0 0 0

1,324 2,717 2,717

2,162 28 28

8,433 4,352 0 4,352

給 料 0 0 0

諸 手 当 0 0 0

福 利 費 0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0

0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0 0

給 料 0 0 0

諸 手 当 0 0 0

福 利 費 0 0 0

3,792 6,177 6,177

2,990 971 971

0 0

0 0

8,640 17,729 17,729

3,756 49 49

19,178 24,926 0 24,926

給 料 3,818 6,091 6,091

諸 手 当 1,771 2,030 2,030

福 利 費 1,167 0 0

0 0 0

1,081 2,218 1,137 1,082

2,045 27 27

9,882 10,366 1,137 9,230

7,754 2,847 2,775 72

36,143 37,284 37,356 -72

0 0 0

43,897 40,131 40,131 0

81,390 79,775 41,267 38,508

905

39,413

(X)／(（Y）＋（Z）)＊１００＝ 50.08

＜使用料水準についての説明＞

使 用 料 (X)

原価計算表（農業集落排水事業）

収　入　の　部

項 目
金　　　　　　　　額

受 託 工 事 収 益

そ の 他

合 計

支　　出　　の　　部

項 目
金　　　　　　　　額

管
渠
費

人
件
費

給 料

修 繕 費

材 料 費

路 面 復 旧 費

委 託 料

そ の 他

小 計

ポ
ン
プ
場
費

人
件
費

動 力 費

修 繕 費

材 料 費

薬 品 費

委 託 料

そ の 他

小 計

処
理
場
費

人
件
費

動 力 費

修 繕 費

材 料 費

薬 品 費

委 託 料

そ の 他

小 計

一

 

般

 

管

 

理

 

費

人
件
費

流域下水道管理運営費負担金

委 託 料

そ の 他

１　投資・財政計画計上額（Ａ）欄は、直近の料金算定期間内における平均値を記載すること。
２　起債償還額が減価償却額を超えるときは、当分の間、その差額を一般管理費のその他の欄に記載して差し支えないこと。
３　資産維持費は、将来の更新需要が新設当時と比較し、施工環境の悪化、高機能化（耐震化等）等により増大することが見込まれる場合に、使用者負担の期間的公平等を
確保する観点から、実体資本を維持し、サービスを継続していくために必要な費用（増大分に係るもの）を、適正かつ効率的、効果的な中長期の改築（更新）計画に基づいて算
定し、計上するもの。そのため、資産維持費（Ｚ）欄は、「下水道使用料算定の基本的考え方（2016年度版）」（公益社団法人日本下水道協会）を参考に、所有している資産の規
模、経営環境等の実情に応じ、料金算定に適切に反映すべき費用を記載すること。

小 計

資
本
費

支 払 利 息

減 価 償 却 費

企 業 債 取 扱 諸 費

小 計

合 計 (Y)

資 産 維 持 費 （ Z ）

使 用 料 対 象 経 費 （ Y ） ＋ （ Z ）

経費回収率の改善及び収益的収支の均衡のために繰り入れている基準外繰入の縮小のため、次回の改定時において使用料改定を検討する予定です。


